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I 第 2次少年法改正
20例年9月8E3，法務大混は，(I)員!ll法事件に対する警察の調査権の拡充，会 14
歳未満の非行少年に対する処遇選択肢の拡充，会保護観察における指導喜子一層効
果的にするための措置さ事，を内容とする f少年法改正要綴(潟'子)J を法制審議会
に諮問した(諮問第 i2号)。法制審議会は，少年法(員!h法少年事件・ i架設処分関係)
部会主?設議して， 6閤 (2004年10Fl 8日， 10 Fl 2ヲ日， 11 Fl 26日， 12 1'1 liIヨ， 2005 
年l月 7B， 1 Fl21日)にわたる集中的な部会審議全経て要織をまとめ， 2005年 2
月9E3の法制審議会総会で承認し，法務大臣に答申した。答申を受けて第 162間通
常国会 (2005年)に提出された政府改正案は，衆議院の解散による廃案，再提出，
縦続審議といった好余曲折金経た後，第 166開通常国会において衆議院での修正を
経て成立し (2007年5月25B)，河年 6月 1日に公布され(法 68号)，向年 11月 1
aから施行されている。
筆者は，少年法部会委員として， 2007年改正における答申案作成の審議過程に
関与した。審議過程では，要繍をめぐって，さまざまな観点から白熱した議論(焚
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否問論)が交わされた。本稿においては，紙隔の関係もあり， 114歳未満の非行少
年に対する処遇選択肢の拡充jの論点、に絞って改正の内容やJi!j，、義等について検討す
ることにし7こい。
II 改正の内~
触法少年の処遇{こ関する法制緩議会答申および政府提出案は，要綴第 2の 114
歳未満の少年の保護処分の見直しj として， 1家庭裁判所は， 14歳{こ満たない少年
については，特に必婆と認める場合に限払少年続送致の保護処分をすることがで
きるものとすることJおよび f初等少年院及び医療少年院への被収容者年齢の下限
を削除するものとすることjをうけたものであった。しかし，衆議読での議論にお
いて，少年続送致年齢の下阪の完全な郎総は低年齢少年に対する歯止めのない少年
院送致の正当化につながりかねないことが懸念され，送致年齢に下線を明示すると
いう与党議員提案にもとづいて修正可決された。その結果，少年法 24条 1漢に，
「決定の時に 14歳に満たない少年に係る事件については，特{こ必要と認める場合に
限札第3号の保護処分令することができるj という fただし議jが加えられた。
また，それにもとづいて，初等少年続および医療少年続の収容対象年齢の下限が，
従来の 114歳以上」から「おおむね 12歳以上J，こ改められることになったので・あ
る(少年院法2条2項・ 5主)。
これらと問符{こ， f箇々の少年続夜読者の特性に応じた処遇の必要性を強調するた
めに， 1少年院における処遇は，個々の夜段者の年齢及び心身の発達程度を考慮
し，その特性lこ応じて， これを行わなければならないj ことを明示する条文が新設
される(少年院法 l条の 2)一方，少年の第 I次的な監護義務者ーである保護者に対
する搭罷として， 1少年院の長は，必要があると認めるときは，少年…ーである在
読者の保護者……に対し，その在院者の監護に関する資任を自覚させ，矯正教育の
実効を上げるため，指導，助言言その他の適当な措置をとることができるj ものとさ
れた(間口条の 2)0他方，参議院法務委E司会で可決された附帯決議は，その第4
項尽において， 1低年齢の少年は，発達段階に応じた偲5JiJ処遇が必要で、あることに
かんがみ， 14歳未満の少年の少年続送致，持lこ，小学生の少年院送致について
は，児議自立支援施設との連携を関りながら，受入態勢に万全を期し，教育，情操
閣において選議なきな期することjを明示して，あくまでも燦震な運用の必要殺をナ
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強調している。
今回の改正は，少年法の側から晃れば，触法少年および 14歳未満の虞犯少年に
対する処遇の選択波な拡張するという意味を持っている。他方，それまで 14歳未
満の少年の収容処遇な排他的に管轄していた児議福祉法の側から見れば，その管轄
の一部について少年法との競合の可能性が認められたことになる。その意味で，
2007年改正は，児童福祉と少年司法との関係を謂うもので、あった。
II 改正の背景と意義
(1 ) 非行少年対策強化への動きと深刻な触法事件の発生
日本は， 2000年の少年法改正の後も非行少年対策合精力的に進め， 2003年6月
に内閣総理大臣ぞ本部長とする{青少年育成推進本部」を設置して，青少年の育成
に関する基本理念と中長期的施策の策定に向けた本格的な検討を開始した。そのよ
うな中で，同年 7月に長崎事件(当符 12療の中学 l年生の男子が4歳の幼児を立体駐
車場の屋上から突き落として殺答した楽件)が発生し，社会に大きな衝撃を与えるこ
とになった。周年9月には， r t段界一安全な臨」の復活を目指して全閣僚を構成員
とする f犯罪対策器僚会議Jが内閣総恕大陸主宰のもとに発足し，青少年育成推進
本部担当大濯が主宰する私的研究会による報告書も公表された。これらの一連の議
論に続いて，周年 12月には， r青少年育成施策大綴」と f犯罪に強い社会の実現の
ための行動計画一 r位界一安全な国， EI本Jの復活を沼指して Jが公表される
に至った。また，鋒察庁は， 2004年4月に， 1997年制定の f少年非行総合対策後
進要綱Jを改定して， r少年非行妨止・保護総合対策推進要線(次長依命j益率)J {e 
策定した。こうした治安対策に向けた動きが進行していく中で，同年6月に伎役{:来
事件(当時 11歳の小学校6年生の女児がカッターナイアで問級生全刺殺した事件)と高
間馬場事件(当時 13歳の中学生の女子生徒が潟層部地の階段踊り場から 5歳の努児を突
き落として負傷させた事件)が発生し，社会は，再び大きな衝撃を受けたのである。
日本の少年法は，刑事責任年齢(刑法41条により 14歳)に達しているか否かに関
わりなし 20歳未満の非行少年(犯罪少年，触法少年，虞犯少年)を等しく管轄し
(少年法3条)，そのすべてを?保護処分の対象としている。また，少年法上の保護処
分としては，保護観察，児童自立支援施設・児童養護施設送致，少年続送致が法定
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されておち(少年法24条l項)，すべての非行少年を等しく対象とするような規定
ぶりになっている。ところが，当時の少年説法2条が初等少年院と医療少年院にお
ける収容対象年齢の下限を r14歳以上j と明示していたために (2項・ 5項)，触法
少年および 14歳米満の虞犯少年の収容処遇は，児童福祉法上の施設である児議自
立支援施設(極めて{郊外的に児議養護施設)で行う以外になかったのである。このよ
うな状況のもとでは，長総事件や伎役保事件のような特に対処が悶難な触法事件喜子
念頭に境いて， r児童13:lz:支援施設での処遇になじまない触法少年もいるのではな
いかJ，rある種の触法少年(事件)については少年続での処遇の方が適切で、はない
かj といった疑問が生じるのも，~然のことであったと震えよう。
(2) 触法少年の勉遇における構造的思界の解消
1948年の現行少年法(法 168.jラ)と陀時に制定された少年続法(法 169号)は，
当初，初等少年院と医療少年続の収容対象となる者の年齢の下限ぞ fおおむね 14
歳以上j としていたり条 2 項・ 5~資)。その潔白は必ずしも明らかではないが，一
般に， 14歳未満の少年が当特の矯正統(少年院の前身)に相当数収容ちれていた
0，000人以上いたと震われる)事実を追認するためのものであったと解されている。
その後の少年段法改正によって，順次， rおおむねJが削除され(昭和 24年法 120
号によち初等少年続，昭和25年法妙手まによち医療少年)， 14歳未満の少年を少年院に
送致して処遇することは全くできないことになった。この改正の理出も明らかでは
ないが， 1949年の少年説法改正が 14歳未満の少年に対する児議椴談所先議を導入
した少年法改正(法212考)と同時であったこと，その翌年に制定された犯罪者予
防更生法(法 142号)が保護観察の対象から 14歳未満の者ぞ一律に排除していたこ
とから (2灸)，当持， 14歳未満の少年については一律に児童福祉の枠組みのやで
扱うという政策的判断があったのではないかと推iJlUされる。
その後，犯罪者予防更生法の改正(昭和 27年法268号)によって，保護観察対象
者の年齢区分が撤廃され， 14歳の少年に対しでも保護観察の遊が関かれることに
なった。他方，少年続送致に関しては，少年院収容対象年齢の下限が変更されるこ
とはなかった。 14歳未満の少年に対する収容処遇は，依然として，児叢福祉法制
に委ねるという対応が続けられたのである。こうして，処遇決定時{こ 14歳未満で
あった少年については，少年法の審判対象者として明示ちれていながら，少年法上
の中核的な保護処分である少年院での収容処遇を選択することができず， もっぱら
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児泌:自立支援施設送致または児議養護施設送致という福祉的な扱いしか認められな
いという事態が確定したむこの状況は，夜接的には汐49年の少年院法改正によっ
て生じたものであるが，思想史的には， I日少年法(大正 11年法421ま)の制定期に
おける少年法と感化法(児2童福祉法の前身)との関に見られた少年綴・教育観の根
深い対立にまで遡る開題に起因するものであるとされている。
14歳未満の少年の施設収容処遇が児叢福祉法上のものに浪られる事態を，少年
法との f不整合j として否定的に評価するか，処遇のあり方の f望ましい姿j とし
て肯定的に評価するかについては，当然に異なった立場がありうる。したがって，
2007年改正は，前者の立場からすれば，少年法との不整合を解消したものとして
常定的に評価され，後者の立場からすれば，不必要な少年院送致に道を開いたもの
として否定的に評価されることになる。ただ， これまでも，特に中学生(日放から
15歳)による共犯事件を{71Jとして処遇決定上の問題点が指摘され，早急、に改正を検
討すべき課題とされていたことは注意しなければならない。
(3) 児童自立支援施設処遇における問題点の解消
14歳未満の少年に対する収容処遇の中心となる児議自立支援施設は，児童福祉
法にもとづいて設賀された開放裂の処遇施設であり (4条)，現在，全国に 58施設
がi没i白されている(国立乙公立 54，私立 2)。それは，少年院と奨なり，原則的に
都道府県が管轄する施設である。運用形態は小会制(定員 15名未満程度)，中金制
(定員 15名ないし 25;fJ程度)，大舎制(定員 25名以上)に分類され，処遇担当職員の
配援によって夫婦制，交代制，立[[:ll.制に分類される(最近は，交代初への移行fi1H句が
~られる)。その実態は，一般に，家庭的な雰i怒気のもとでの開放処遇と任意の福
祉的措置によって，問題を抱えた少年(非行少年に限定されて{まいない)の fj'ぎて桜
しJを目指すものと言ってよい。
他方，被収容少年に対する強秘的措置は，それが必要な場合に限って，都道府県
知事または児童相談所の申立を前提とした家庭裁判所の決定にもとづいて行うこと
ができる(児童福祉法 27 条の丸少年法 6 条 3 項・ 18 条 2~資)。それにもかかわらず，
こうした強制的措置は，本来的には， fたまたまj少年の行動を制限して自由主?奪
う場合に対応するための制度であり，開放処遇営基礎とする児童自立支援施設処遇
にはなじみにくいものである。それにもかかわらず，実際には，長崎事件の 1年間
(その後の延長によち主主終的には4年間)や佐世保事件の 2年酪(その後の延長により
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最終約iこは 4年間)のような，例外的に長期の強制的措置が必要とされる場合に
も， [湾様の手続にもとづいて許可がなされているc こうした場合，通常，強制的措
置をとりうる期問と日数とを明示して (2年間で 180臼のような形で)許可が行われ
る。施設側は，それな 1週間や 2週間といった短期間lこ区切って強制的議濯を?と
ち，その後は開放処遇{こ戻すことを繰り返して，処遇の効巣を上げているのであ
る。しかし， 1年を越える長郊の強illJ的措置が許可されるような場合には，そもそ
も開放型の児議綴校施設では対処できない処遇が必要となることも予想され，少年
院以上に強い拘禁状況での処遇となる懸念すらも表明されているところである c
現在，強制的措績を?とりうる施設としては全冨でロカ所が指定当れているが，
実際に強秘的治霞を行っているのは， [翠立武蔵野学院(努子)と箆!立き必!日学院
(女子)(こ限られている。ま九長続考察件や絞殺{来事件のように，重大な精神的問
題の存在が疑われて精衿銭定や心理鑑定が行われるような事案については，党登自
立支援施設で充分な医療措置を?施せるかは疑問である。事実，少年法部会において
も， 14歳未満の少年に少年続送致を認めた場合，実際の送致うたとしては
段が多数になるとの予想が述べられ，医療少年践での処遇に対する期待が表明され
たところである c 他方，現在の ~~î立自立支援施設は， 1997年の児童福祉法改正
(法74手引によって児童虐待の被答究設をも収容対象とすることにな札非行少年
に7りする処遇施設としての性格がさらに希薄になってしまってもいる。
こうした状況のもとで， 2007年改正は，見議自f1.支援施設での処遇に関わるさ
まざまな問題に対するf採決策としての意義も認められるものである。
IV 改正に対する反芯 反対論とその検詰
(1) 立法事実の不事症?
2007年改正lこ対する反対論のひとつは，諮問 i2号が， r少年非行が深刻な状況
にあり，露1、法少年による凶怒事件が稲次いで発生するなどしている現状lこ適切に対
処するためJとしていた点に向けられた。こうした立案当局の認識に対して，反対
論は，少年非行に関する緩年的な統計会分析を_:tな根拠として， r量的な増加j もな
ければ「質的な慈{tJも認められず，少年非行が深刻な状況にあるとは言えないと
して，改正の必要伎を理由づける f立法事実j そのものが硲夜しないとする。同様
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の見解は，少年法部会における議論に際して，一部の委員と幹事委員によって強調
されたものでもある。
たしかに，統計資料の数字を見る限り，日本が非行少年対策に積極的に乗り出し
た2003年以降の少年非行， とりわけ諮問の中心となっていた触法少年の非行は，
それまでの状況と比べて「増加J傾向や f慈化J傾向を確認できるまでのものでは
ない。その意味では，少年非行が深刻な状況にあるとする認識に疑問が持たれるの
は理解できるつしかし，諮問のいう「深亥Jな状況を非行の数量面での増加傾向や
悪化傾向に限定して捉えるのは適切でない。諮問が前提にしていたのは，長崎泰子1:
や佐世保毒事件，高田馬場事件のような，従来の対処方法では処遇が凶難な若手家への
対応であった。少年続送致に限って言えば，たとえ 14歳未満であったとしても，
少年院での処遇が f真に必婆なj場合に，当該少年にとって最適な処遇を可能にす
るためのものであった。また，反対論は f従来から悪化していないから改正する必
要はない」という認、識を基礎としているが，そのような問題の立て方自体が適切な
ものではない。立法挙実の不評在を根拠として改正そのものを奈定する立場は，開
題を過度に一般化して議論する点、で妥当なものとは怒われないのである。
(2) r厳罰化J路線の推進?
反対論の 2つ日は，少年非行に対する厳罰化路線のー潔として 200i年改正(特
に少年院送致可能年齢の下限の削除ないし引下げ)そ捉え，改正そのものを否定しよ
うとするものである。それは， 14歳米満の少年に少年院送致の道を開いたことに
対して， r戦後非行少年法制を再編(構造改第)し，厳罰化の完成をめざしたと総
括Jする見方に端的に示されている。こうした認識は，長崎事件や佐[IJ:{:巣立王子1:(ニ対
する社会一般の受け止め方を根拠として， 14歳未満の少年の少年続送致に陶1:.め
がなくなりかねないこと(滋問的i軍用)を危倶するものである。たしかに，長崎事
件について， i.鳴池青少年育成推進本部担当大肢が「加答少年の親は市中引き屈しの
うえ打ち首にすべきj という発言をしたのに対しても，当時の社会が敏感に否定的
反応を示すことはなかった。こうした不適切かつ不穏当な発言であっても，少年非
行に対する当n寺の社会の「素綾な感覚Jを代弁する面のあったことは否定できな
い。したがって，濫用に対する危i呉!遂にも充分な班点がある。
しかし，改正の経緯を見れば明らかなように，長崎若手{牛や佐世保事件などが改正
の背景にあったことは否定できないとしても，それが改正の夜援の契機であったわ
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けではない。重要なのは，少年非行対策全体のやで， 14歳米満の少年に対する最
適な処遇そどのように篠保していくかにある包そもそも f厳語化j という評価は，
これまでも，少年法の改正が怨上に上るたびに，弁護士や少年法研究者を中心に強
調されてきた。 2000年改正以後の実務動向についても，厳罰化を実現したものと
いう厳しい評{衝がなされている。しかし， この問題は， これまで，必ずしもその内
容が検証されずに推移してきたように窓、われる。どのような場街でどのような形の
厳罰化がもたらされるかそ明らかにせずに， I厳罰イヒj というー絞的な断定で少年
法の改正全体を括って批判ないしは否定するのは，妥当なものとは思われない。
2007年改正で重要なのは，厳罰化という感覚的な評価な受けないためにも，今後
の適切な運用をどのように確保していくかということである。
(3) 児童自立支援施設における処遇の否定?
反対論の 3つ臼は， 14歳未満の少年に少年院送致を認めた点、について，それが
従来の!尼翠自立支援施設での処遇に f取って代わるj ものであるかのように捉える
ところから主張されている。特に，殺人事件や傷答致死事f4ユを犯して入所した児童
を対象に開立武蔵野学院が実施した実態調査まにおいて，児童自Jz支援施設での処遇
の実効性が明らかにされたことなどを根拠として， 14歳未満の少年lこ対する処遇
選択肢を少年続送致iこまで拡充する必要はないとするものである令しかし，長続事
件や伎役{来事件などの処巡回難事案については，従来の児童自立支援施設での処遇
方法・内容には夜界が見られたし，施設によって処遇の質{こ格差があることさえ指
摘されていた。
こうした事情のもとで，処遇図難事案への対処については，論怒的lこ3つの対応
がありうる。ひとつは，長絡事件や佼世保事件のようなものは極めて例外的な毒草案
であるとして，特に問題視することなく従来の対応を継続するものである。しか
し，このような対応は，処遇の放棄につながるものであり，こうした対応金主張す
る立場もない。 2つ包は， 14歳未満の少年の施設収容処遇を児議自立支援施設で行
うという従来の姿勢ぞ維持したうえで，処遇的難事案の処遇lこ適するように兇主主自
立支援総設での処遇体総や内容を改惑するというものである。 2007年改正を批判
する立場は，このような対応で充分で、あると主張している。そして， 3つ院が，児
愛自立支援施設での処遇が密難な若手案については，児主主自立支援施設送致以外の処
遇選択肢を導入するというものである。 2007年改正は，第3の方向を選択して，
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14歳米満の少年の処遇選択肢として少年院送致を付け加えた。したがって， 2007 
年改正は，三重大事案の少年をも含めた従来の児童自立支援施設での処遇を否定する
ものでもなければ，その実効性を疑うものでもないし，ましてや，それに取って代
わろうとするものではない。 14歳未満の少年について，福祉処分優先を前提とし
ながらも，年齢による処遇の一律的な峻泌をやめて，個々の少年に最適な処遇を可
能にするために選択肢の拡充を図ったものなのであるc ただ，その背後には，特に
処遇国難な事案に対処するように現在の児童自立支援を改革することは不可能に近
いという実態認識が海在している。
V 14歳未満の少年に対する収容処遇の内容
(1 ) 少年続送致の要件
2007年改正によって， Iおおむね 12歳以上jの少年は，家庭裁判所が f特に必
要と認める場合{こ限り J，初等少年院または医療少年院に送致することが可能に
なった。ただ，収容対象年齢の下取については，その完全な倒徐を内容とする法秘
よび改正案{こ対して，衆議院での議論において，下限に歯止めのない
巡JlJとなる危険性が懸念されたことから， rおおむね 12歳Jを明示する修正がなさ
れている会もっとも，少年続送致は少年院処遇への適合可能性(処分適応能力の存
{J:)が当然の前提でなければならないから，下限の剖除をナー絞的に支持した少年j安
部会においても， r f好成の少年であっても少年践に送致して構わないJといった運
用が想定されていたわけではなし事実上の下限としては口歳稼度で中学校就学
後の少年が想定されていた。他方， rおおむね 12歳j とした修正は，際恨のない低
年鈴化合的避する一方で，文言雪上， 11歳程度の少年(小学生)が少年院に送致され
る可能性を認めることを明らかにしてしまった。この点で，事実 i二の下線をどの裂
度に設定して運用していくかが，今後の重要な課題として残されている。小学生を
排除する方向での規定の整俄や運用による調整を示唆する提言は，傾聴に値するも
のであり，検討の必重さがあるものときえよう。
「特に必要と認める場合jの解釈としては，ふたつのものがありうる。ひとつ
は， 14歳未満の少年については児童自立支援施設送致を絶対的な原則として，そ
こでの処遇が f不可能jな場合{こ限って少年院送致が許されるとするものである c
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もうひとつは，当該少年の処遇として児童自立支援施設と少年院のどちらが適切か
という観点から，少年院での処遇の方が児議自立支援施設での処遇よりも適切だと
判断される場合には少年続送致が診されるとするものである。このふたつの解釈
は，少年法20条 l墳の「刑事処分相当j喜子理由とする検察官送致に関する保護不
能説と保護不遊説との関係{こ類似したものであち，福祉処分不総説と福祉処分不遊
説と言うこともできる。
少年法上の処i設は，当該少年の改善更生にとってどのような処遇が最適かという
ことから判断される。ベスト・インタレストの笑混と言われる所以である。その意
味では，児議自立支援施設送致が不適切(少年院送致の方が適切)な場合に少年院送
致を認めるという解釈の方が，論環的であるし，処遇選択肢の拡充という改正の趣
旨にも合致している。そうであれば， r特に必要なj という文言は単なる注意規定
にすぎないことにな払家庭裁判所は， 14歳未満の少年に対する少年院送致の楚
非を判断する場面で，従来の判断と異なる特別な何かを要求されるわけではないこ
とになる。また， このような運用によったとしても，少年院処遇の必要性・適切性
は，個々の少年について具体的に判断され，事件の重大殺と直接的に関連するわけ
ではないから，厳罰イとを論拠とする反対論が強調するような事態(震火事件や凶怒
事件における少年続送致の増加や鼠刻化)が生じるというわけでもない。もっとも，
は， r特に必要なjの部分に実質的な意味を持たせており，少年法部会に
おける事務当局の説明もそのようなものであった。また，裁判所関係委員もそれを
積極的に支持していた。したがって，家庭裁判所は，今後， 14歳未満の少年院送
致にき当たっては， 14歳以上の少年の場合とは異なち，それを正当化しうるだけの
明らかにしたうえで，社会に対する説明責任を灸うことになったのである σ
以上のように， 14歳未満の少年念少年院に送致するためには実質的な要件を充
足しなければならず，200i年改正によっても， 14歳未満ーの少年の多くが少年読に
送致されるような事態は全く想、定されていない。それは，最適な保護処分という観
点(福右上処分不通説)から少年院送致合選択する場合であっても同様である。現実
的には，初等少年続送致よちも医療少年続送致の事案が一定程度増加するであろう
ことが予想、される。少年法部会における事務当局の認識もそのようなものであった
い委員の多くも医療少年院での処遇に期待を表明していた。医療的ケアという点、
では，設備やスタップのま立で児童自lL支援施設よりも医療少年続の方が充実してい
ると怒われ，長崎務{牛や佐世保事件のような処遇困難な事案によりよく対処できる
ものと言えよう。
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(2) 少年院処遇の内容
2007年改正によって，初等少年院および医療少年続は，これまで受け入れるこ
とができなかった 14歳未満の少年を収容するという，未経験の分野;(こ踏み出すこ
とになった。少年院処遇という基本に変化や変質はないにしても，年齢に相応した
配慮や特別な処遇内容・方法は慎蚤に検討されなければならない。このような必要
性は，参議院法務委員会における法務省矯正局長の答弁にも見られたし，法務委員
会のF付帯決議に明示されたところでもある。それを?具体化していく際には， 14歳
未満の少年の処遇実績に蓄積のある児叢自立支援施設との連携とともに，小学校就
学児童の収容の可能性を念頭に撞いて，地域の学校や教育委員会との連携，さらに
は殺や保護者に対する指導・援助などを確保していかなければならない。少年税法
l条の 2および 12条の 2は単なる努力規定ではなしそれを空文に帰することの
ない対応が求められているのである。
こうした動きは，すでに棺当に具体化しているようである。 14歳未満の少年を
収容する少年院については，処遇内容や努女別に応じて，東臼本と西日本のそれぞ
れで4カ所ずつの施設が指定され，5)3子教官・女子教官そ含む複数人による個別担
任，精神科医・カクンセラ一等によるチーム編成の教育体制が採られることにな
る。また，生活環境についても，できるだけ家庭的な雰閤気を醸成する工夫(~室内
の絞鼠調度品，私Il誌の'sj刊，食事なと)がなされる。さらに，小学校教育の対象と
なる年齢にある少年については，小学校教育課程の履修のために，長期処遇におけ
る教科教育課程念細分して新たな処遇コースが設けられる。他方，少年法部会で
は，一部の委員から， 14歳未満の少年に対する少年院での処遇守児認:自立支援施
設処遇に類似したものにすべきだという見解が表明された。しかし，そのような対
応は，児主主自立支援施設での処遇が困難な少年を少年院で適切に処遇するための改
正としては，自己矛盾に陥るものと言わなければならない。まさに， 14歳未満の
少年に対する少年院処遇の内容が関われているのである。
VI 今後の課題
特に必要と認める場合に，おおむね 12歳以上から 14歳未満の少年{こ対して，新
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たに少年院収容処遇の道を開いた 2007年改正によって，家庭裁判所と少年院はそ
れぞれに重い課題と寅務を負うことになった。まず，家庭裁判所は， r特に必要と
認める場合Jに当たるかどうかについて，慎重かつ確実に判断することが求められ
る。その際， ]雲大事件や凶惑事件であることを根拠に少年段送致を選択することは
許されない。兇議自立支援施設処遇では不適切であることと，少年院処遇の方が適
切であることが確認されなければならないのである。一方，少年院は，送致された
14歳未満の少年について，長支主主:の処i還を実現することが求められている。ただ，
それは，試行錯誤の連続になることが当然に予想、される。特に，少年院は， 2000 
年改正によって 16歳未満の少年に対して別ぞ執行(矯正教育)することが認、められ
た(少年法56条3項)一方で， 2007年改正によって 14歳未満の少年を収容するこ
とが認められ，その処遇に大きな騒が生じることになった。今後，少年続処遇一般
の内容が関われることになる。
他方，今後の児愛自立支援施設については， r重大触法少年全鍛わない(扱えな
い)児童自立支援施設は，非行問題に対するカ蚤を低下させ，社会的信用を落とし
ていくことになりはしないか。少年院収容年鈴の下限撤廃は，非行問題からの福祉
の後退をいっそう推し進めてしまう可能性がある。その結泉，児童福祉の世界から
非行問題を扱う専門機罷が消滅してしまうことも杷援ではないj という懸念が指摘
されている。しかし，そのような懸念が夜定できないものであるとしても，討議
米満の少年の施設収容処遇を児2童福校法制の専属管轄に翠くことは， ;長絡事件や佐
役保事件のような事案において，児童自立支援施設内での強制的措置の強化や拡大
の議論につながりかねず，児童福祉法総の司法化につながるおそれがある。少年の
ベスト・インタレストの実現を堅持したうえで，事案に即した柔軟な処遇そ可能に
することが，いわゆるE司法福祉を実現することになると設えないだろうか。児童怠
立支援施設としては，福祉的対応を一層強化する方向を追求していかなければなら
ないのである。
*本報告は， 2008年度の南山大学ノtッへ研究奨励金 I-A(特定研究助成)令受けて
行った研究成果のー郊である。
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